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第 1 章 はじめに 

 

 南大洋では南極大陸陸棚上で海氷生産に伴って生じる高密度陸棚水(以下、DSW: Dense Shelf 

Water)と、南極周極流(以下、ACC: Antarctic Circumpolar Current)に由来する周極底層水(以下、

CDW: Circumpolar Deep Water またはModified CDW: MCDW)が混合しながら底層へ沈み込むこ

とで南極底層水(以下、AABW: Antarctic Bottom Water)が形成される(e.g. Jacobs et al. [2004])。特

に南緯 60 度帯では北側で吹く西風と南側で吹く東風によるエクマン輸送の影響で発散帯とな

り、中層から CDW が湧昇することで DSW と CDW の混合が励起される。これによって生産

された AABW は CDW の南向き輸送との収支を保つように北側の底層に輸送されるという子

午面循環が存在するとされている(e.g. Speer et al. [2000]) (Fig. 1)。 

子午面循環は Fig. 1に示すように、水塊分布や海面力学高度場によって特徴付けられたいく

つかのフロント（Orsi et al. [1995] 等）と対応している。しかし、これらフロントは定常なもの

ではなく、特に ACCの南側に位置し、強い東向きの流れを有する Southern Circumpolar Current 

Front (以下、SACCF)では、渦による輸送や、フロントの蛇行によって刻一刻と循環構造やフロ

ントの分布が変化しているとされている(Thorpe et al.[2002])。 

特に、子午面循環による CDW の南向き輸送について、西南極にドレイク海峡が位置する南

緯 60 度付近の緯度帯では東西に強い密度勾配が存在しないため、フロントを横切る輸送が地

衡流によるものではなく、渦による輸送であると考えられている(e.g. Speer et al. [2000])。Gille 

[1996]では ACC 域での代表的な渦のスケールを 90km、1 ヵ月と示しているが、実際に現場観

測で渦構造の通過や鉛直構造を捉えた観測は限られている。特に、渦等による流れ場の変動成

分の鉛直構造に関しては、南大洋では密度成層が弱く、強い順圧的な流れが卓越しているとさ

れており、Pena-Molino et al. [2015]では実際に順圧構造が最も寄与していることが示されてい

る(Fig. 2)。その為、断面観測から得られる地衡流の算出だけでは南大洋における流動を説明す

るには不十分であり、直接的な流速の観測が必要である。 

 これまで、東南極に位置するオーストラリア-南極海盆域では Phillips & Rintoul [2000]による

Subantarctic Front (以下、SAF) 域における渦によるエネルギー輸送についての係留観測や、Pena-

Molino et al. [2015]による陸棚斜面域における沿岸流量の係留観測はなされてきたが、ACC 南

限域における全層的な係留観測の実績は少ない。そのため、ACC の流軸が位置する北側から

AABW が生産される南側への CDW 輸送が、ACC 南限域で実際にどのような流れによって輸

送されているのかを明らかにすることは、子午面循環のメカニズムにおいて、南北の熱輸送を

見積もる上で重要である。 

 また、ACC 南限域は季節海氷域であり、海氷に覆われている場合、衛星海面高度計では海氷

下の海面高度を測定できない上に、冬季の現場観測の実施は少ないため冬季における流速や水

温のプロファイルは少ない。そのため、これまでの研究では ACC 南限域において、夏季にお

けるスナップショットの水塊分布や輸送量の推定はされてきたが、海氷分布に伴った流れ場の

季節変動や、海上風の季節変動との関係については未だ不明な点が多い。 

このような背景のもと、東京海洋大学の研究練習船「海鷹丸」では 2017年 1 月と 2018 年 1
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月の南大洋観測航海において、大型係留系の設置、回収が東南極 Vinccenes湾沖の ACC南限域

で行われた。この係留系観測では、一年間を通した水平流と水温の連続的なデータが底層から

約 500dbar 深までの間で観測された。冬季には氷縁域の北上に伴い、表層が海氷によって覆わ

れている期間の流動も捉えていた。 

 本研究では一年間の係留観測によって得られた各層の水温、水平流速時系列データを用いて

それぞれの変動成分についてその鉛直構造および、流速と水温分布の変動要因について解析す

る。さらに、海面高度の衛星観測データを用いることで海面高度の場の変動と、鉛直構造の関

係性を明らかにし、変動の空間スケールについても明らかにする。加えて、海上風、海氷密接

度の衛星観測データから海氷分布の変動、それに伴う風応力場の変化を解析する。これにより

季節海氷域における流動の季節変動を捉える。これらの解析によって、本研究では中規模スケ

ールの変動から季節変動まで、それぞれがACC南限域の流れ場に与える影響を明らかにする。 
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第2章  データと解析手法 

 

2.1. 係留系観測データ 

 本研究では、海鷹丸によって南緯 61度、東経 110度、水深 4240mの地点(Fig. 3)に、2017年

1 月から 2018 年 1 月の期間で設置、回収された係留系の観測記録を用いて各プロファイルの

鉛直構造について時系列変化を解析した。 

この係留系を用いた観測は計 16 台の測器によって海底付近から表層までの水温・電気伝導

度・圧力あるいは水平流速が測定された。系に取り付けられた観測測器は、SonTek 社製の流速

計 ADP 1機、SEA-BIRD社製の CSBE 37-SM/SMP/SMP-ODO MicroCAT 4機、AANDERAA 社

製の SeaGuard RCM 流速計 4機、RCM11流速計 1機、RBR社製の RBR solo³T 水温計 6機であ

った。係留系の構成、観測プロファイル、およびデータインターバルは Fig. 4，Table1 に示す

とおりである。このうち、RBR水温計の観測データに関しては他の測器とデータインターバル

を合わせるため、1時間おきのデータのみを扱った。また、RCM11流速計については本研究で

は解析に用いていない。本研究で解析した観測期間は投入・回収時に測定値が乱れた期間を除

いた、2017年 1月 8日~2018年 1月 8日とした。なお、流向については生データに対して角度

の磁気補正を施した上で解析した。 

水温、電気伝導度、圧力から算出した塩分については、後述する海鷹丸による CTD 観測の

データと比較したところ、想定深度 859m 深と 1715m 深の SEAGURD 流速計に取り付けられ

た電気伝導度計で、時間経過と共に塩分が高くなるトレンドを示した。投入・回収時の CTD観

測値ではこのような変動は見られず、測器の状態悪化が原因として考えられる。そのため本研

究では、投入・回収時の CTD 観測値と係留された SEAGURD の投入・回収時の観測値が一致

するように、SEAGURDによって得られた塩分の時系列に対して線形トレンドを除去した。 

係留系は最伸張時に海面付近まで到達していることが、最上部に取り付けられた圧力計の時

系列データから分かった(Fig. 5)。特に海氷で覆われる冬季に測器の沈み込みにより、各センサ

ーで得られたデータが一定での値を捉えているとは言い難い。そこで、線形補間によって得ら

れた 500, 1000, 1900, 4100dbar 深における水平流速を解析に用いた。水温については各タイム

ステップで内挿可能な場合に限り、100dbar 深おきに線形補完し、内挿不可能な場合は欠損と

したデータセットを作成し解析に用いた。 

 

2.2. 現場観測 CTD データ 

 係留系観測点とその南北における子午面断面の構造を把握するために、係留系の投入・回収

時の海鷹丸による東経 110 度に沿った CTD 観測データを水塊分布の解析に用いた。観測期間

と範囲は、投入時が南緯 55 度~65 度の範囲で 2017 年 1 月 5 日~1 月 11 日に行われた観測、回

収時が南緯 55 度~64.6 度の範囲で 2018 年 1 月 6 日~1 月 11 日に行われた観測である(Fig. 3)。

データは海面から海底直上 20m 以内の範囲で観測された CTD データと、各キャストで 24 層

のボトルデータが得られる。CTD センサーは、SBE 社製 SBE9plusが使用され、溶存酸素量は

RINKO-Ⅲ、SBE43 によって観測されている。データの校正は Global Ocean Ship-Based 
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Hydrographic Investigation Program (GO-SHIP)の推奨する方法で校正されている。また、前述し

たように、本研究では南緯 61度における CTD 観測の塩分プロファイルを係留観測によって得

られた塩分プロファイルの補正に用いた。 

 

2.3. 衛星海面高度計 再解析データ 

 観測期間における海面高度、流れ場の空間分布を把握するため、Copernicus-Marine 

environment monitoring service (以下、CMEMS) 配布の衛星観測、再解析データセットを解析に

使用した。CMEMSでは Absolute Dynamic Topography (以下、ADT), Sea Level Anomaly (以下、

SLA) 及び、これらのデータから算出された地衡流と地衡流のアノマリーがグリッドデータと

して提供されている。空間解像度は 0.25 度、時間解像度は 24 時間である。本研究ではこれら

のデータを用いて CMEMS から得られた海面地衡流速と、係留観測によって得られた各層の流

速の時系列変化を比較した他、後述する定義に即したフロントの分布を確認するため、Sea 

Surface Height (以下、SSH)の算出に SLA を用いた。また、係留点付近における海面高度の分布

と変動の空間スケールから、係留観測データから得られた鉛直的な構造の変化とその現象の空

間スケールを推察した。 

 

2.4. ERA interim 再解析データ 

本研究では、海上風から海面に加えられる応力が与える影響についての解析を行うために海

上 10m での風速の衛星観測、再解析データセットを用いた。空間解像度は 0.75 度格子、時間

解像度は 6時間である。ここでは、係留系観測データとの時系列変化の比較を行うために、各

タイムステップ前後の記録を用いて 1 時間おきのデータとなるように線形内挿補間を施した。 

 

2.5. AMSR2 海氷密接度データ 

前述した海面高度や海上風のデータセットを用いた議論について、より正確な現象理解をす

るために、衛星から得られた海氷密接度のグリッドデータを合わせて解析に用いた。このデー

タセットは NIPR/ADS によって公開されており、空間解像度は 10km格子のポーラーステレオ

座標、時間解像度は 24 時間で、海氷の密接度が百分率で示されている。観測は Ascending と

Descending の 2 回が 1 日に行われており、海氷密接度の値はこの 2 回の観測の平均値である。

しかし、2017年 9月 28日と 2017年 11月 25 日は東南極では一度のみの観測だったため、2回

の平均値ではなく、1回の値を直接用いた。本研究では、これを CMEMSの海面高度データセ

ットと同様の緯度経度 0.25度格子に再グリッド化することで解析に用いた。 
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第3章  結果 

 

3.1. 観測海域の基本構造 

係留点を含む東経 110 度に沿った CTD 観測から得られた水温、塩分、密度のプロファイル

を Bindoff et al. [2000]で示された水塊定義(Table 2)と比較したところ、係留点に位置する東経

110 度，南緯 61 度には 4000dbar 以深で AABW、約 500~3000dbar の深度帯に MCDW または

CDW、上層の約 200dbar以浅に AASWが分布していることが分かった(Fig. 6)。 

次に、係留系投入、および回収時における海鷹丸の CTD 観測の結果から、水温、塩分、溶存

酸素量、および中立密度面について、係留点を含む子午面方向の断面構造の特徴を比較した(Fig. 

7)。 

これらの断面図について、水深 50~150dbar において、低温低塩な AASW が南北に広がり、

南緯 61度以北に 2℃以上の水温極大が水深 500dbar付近に見られる。溶存酸素量についても同

様の深度に極小値が等密度線に沿う形で見られる。塩分は 1000~1500dbar付近で最も高塩を示

している。これらの中層で見られる高温低酸素水塊の下に高温高塩な水塊が分布する構造は

Speer et al. [2000]で Fig. 1のように示されている Upper CDWと Lower CDWの特徴に一致して

いる。また、海底地形に沿うように南緯 60~65度に分布する、0℃以下、中立密度 28.27𝑘𝑔 𝑚3⁄  

以上で低酸素の水塊は AABW が低緯度側に向かって広がっていく構造であることがわかる。

このような子午面方向の水塊分布は、Fig. 1 に示される子午面循環の模式図に酷似した構造で

あることがわかる。 

また、回収時における水温の断面図に見られるように 500dbar付近に見られる CDW、MCDW

は連続的な湧昇構造を示しているわけではないことが分かった。係留系に取り付けられた測器

の水温、圧力から各時間における深度 100dbar おきの水温を線形内挿法によって補間し、時系

列断面図で表す(Fig. 8)。この水温の時系列断面図から、係留点において約 500dbar深で数十日

の周期で 2℃以上に昇温するイベントが複数回見られた。前述した南北断面図との比較から、

係留点の北側に分布する CDW, MCDW が係留点に輸送された場合に見られる時系列変化とし

て考えられる。また、底層に着目すると結氷期前の 6 月下旬には底層の水温 0℃以下の海水の

厚さが増加し、0℃以下の海水が海底から約 3700dbar深まで達していることがわかる。 

 ここで、係留観測によって得られた流速の時系列データが解析をする上で信頼性の高いデー

タセットであるかを確かめる必要がある。そこで、係留観測によって得られた各層の流速変動

と ADT から算出された海面での流速を比較した。なお、係留点での海氷密接度も合わせて比

較することで、氷縁に覆われている期間に ADT の精度が低下している可能性も考慮した。そ

の結果、特に海氷に覆われていない期間で係留観測データと ADT から得られた地衡流で全層

的に一致した変動が見られた (Fig. 9および Fig. 10)。 

また、スティックダイアグラムによって見える流向の時系列変化から全層で同時に流向が数

十日の周期で回転していることがわかる(Fig. 11)。その内、5月までは南北方向に流れの変動が

大きく、その中でも南東向きに約 10cm/s ほどの強い流れが多くみられる。一方で 5 月以降は

流れが弱まり、流向の変動は東西成分が強くなる。 
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 次に、Sokolov & Rintoul [2007] で定義された SSH と各フロントの関係(Table 3)を用いて、対

象海域付近において観測期間で平均した SSHから PF-M，PF-S，SACCf-n，SACCf-s，Bdyの位

置を求めた。ここで、SSHは CMEMS で公開された SLA の係留期間平均値と Olbers et al. [1992] 

で公開された 2500dbar深基準の mean surface dynamic height climatology を合算して求めた。こ

の結果、基本場として係留点は SACCf-n，SACCf-s の間に位置していることがわかった(Fig.  

12)。 

 一年間を通しての流れ場と空間的な特徴を比較すると、係留期間中の平均流速場は上層

500dbar深で南東向き、海底直上の 4100dbar深で南西向きの背景流が存在することがわかる(Fig. 

13)。この流向は、上層では SSHの平均場によって定義された SACCf-nの向きに一致する(Fig. 

12)。また、底層での流向は海底地形の等深線に沿う向きである(Fig. 13)。一方で、各深度にお

ける流速の進行ベクトル図(Fig. 14)から、1 月から 4 月までは全層で南向きの流れが卓越する

ことが分かる。その後、5月から 9月までは 500dbar、1000dbar、1900dbar深では東向きの流れ

が卓越し、4100dbar深では強い流れは見られない。その後は 500dbar、1000dbar、1900dbar深で

は東西に流れの向きが変動しながら翌年 1 月までに南西向きに流れており、海底付近の

4100dbar深では強い南西向きの流れとなっている。 

 

3.2. 潮汐、慣性周期変動 

係留観測期間に卓越する周期的な現象を調べるため、係留系データについて各層における水

温、流速のプロファイルでスペクトル解析を行った。投入、回収時の系の上下動による大きな

データの乱れが見られる期間を除き、2017年 1月 8 日から 2018年 1月 8 日の 1 時間おきの連

続的な時系列データに、高速フーリエ変換法によって得た生のスペクトルに等価自由度 5.8 の

スペクトルウィンドウを施し平滑化し、パワースペクトル密度を推定した(Fig. 15)。その結果、

各流速成分、水温について約 14 時間前後の周期帯にピークが見られた。加えて、流速の東西

成分では 24時間~25時間の周波数帯に卓越したピークが見られた。さらに、各層の流速につい

て、東西・南北成分から回転スペクトルを解析したところ、反時計周りにのみ 14 時間前後の

周期帯にピークが見られた(Fig. 16)。これらの強いピークについて、24~25時間の周期は主要分

潮に一致する。さらに、各プロファイルのスペクトル、回転スペクトルで反時計回りにのみ見

られる 14時間前後の周期は慣性周期に一致する。ここで慣性周期は理論値から、𝑇𝑓 = 2𝜋 |𝑓|⁄ =

13.68 (h) となる。また、約 1000時間の周期でエネルギーレベルは極大を示した。 

 本研究では流れ場と水温分布の変動とそれに伴う、子午面方向の熱輸送について注目するた

め、Thompson [1983]で紹介された「120i913 filter」によって潮汐、慣性周期、による変動成分

を除去した。このフィルターは 241時間のウィンドウ幅で、観測時系列の最初と最後の 5日間

ずつが失われるが、𝑂1, 𝐾1, 𝑄1, 𝑃1, 𝑀2, 𝑁2, 𝑆2分潮と 40時間以下の短周期の変動が消去される。 

 

3.3 鉛直モード構造の解析 

鉛直構造の変動成分について、卓越する構造の力学的要因を分析するため、流速の各成分、

水温について、鉛直構造を主成分分析によって統計的に示した(Fig. 17)。一般的には内部領域

の力学モード構造と主成分分析によって得られる各 EOF モード構造を比較するため、順圧成
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分として各時分の鉛直平均流を差し引いた各層の流速に対して主成分分析を行う。しかし、本

研究ではまず変動の形態を統計的に調べるため、Pena-Molino et al.[2015]の解析方法と同様に鉛

直平均流を差し引かずに主成分分析を行った。 

この結果、水平流速の東西、南北成分で共に EOF第一モードとして順圧的な構造が得られ、

東西成分では 92 %、南北成分では 94%の寄与率であった。EOF 第二モードは上層と下層で流

向きが逆転する傾圧構造が見られ、東西成分では 6%、南北成分では 4%の寄与率であった。こ

のことから、係留点における流動は順圧的な構造が卓越していることが分かった(Fig. 17(a) , (b))。 

 一方、水温の変動成分について主成分分析の結果は、EOF 第一モードが 88%の寄与率であ

り、全層で昇温・低温の変動成分が一貫していることを示す構造だった。また、第二、第三モ

ードでは 700dbar以浅、中層、底層でことなる水温変動であった(Fig. 17(c))。 

また、各 EOF モードの時間係数(Fig. 18)に対して、前述した水温、流速と同様の手法でスペ

クトル解析を行ったところ、流速の各成分の第一モードでは、特定の周波数ピークは見られな

かったが、10 日以上の周期で、第二モードに比べて高いエネルギーレベルを示し、約 40 日周

期で極大となった。次に、流速の EOF 第二モードのスペクトルについては全ての周期性で有

意なスペクトルは見られなかった。水温については、全てのモードで有意なスペクトルが見ら

れなかった(Fig. 19)。 

 次に、水平流速の変動について回転成分を踏まえたモード構造を示すため、4 層の流速の東

西成分と南北成分を合わせた主成分分析を行った。その結果、第一モードは南東向きに順圧成

分が卓越した構造で 55%の寄与率であり、観測期間平均の海面高度場に交差する向きであった。

第二モードは順圧成分が卓越した構造であり、各層で第一モードの流向から反時計回りに約 90

度回転した北東向きで、38%の寄与率であった。また、第三モードは上層で南東、底層で北西

向きの傾圧構造で 2.7%の寄与率、第四モードは上層で北東、底層で南西の傾圧構造で 1.9%の

寄与率であった(Fig. 20)，(Fig. 21)。 

 

3.4. 流速変動と水温変動の相関 

各層の流速の時系列プロファイル(Fig .9)や水温、流速の EOF 第一モードのスペクトル(Fig.  

19)から数十日周期の流速の変動や昇温・低温イベントが存在することは明らかである。次に、

この水温、流速変動についての相互依存性の有無と、応答の時間差を検証するため、水温と流

速の相互相関について解析した。各層の東西・南北流速と水温について、以下の式でラグ相関

係数𝑟𝑥𝑦を求めた。 

 

𝑟𝑥𝑦 =

1
𝑁 − 𝜏

∑ (𝑥𝑖 − 𝑥−̅̅ ̅)
𝑁−𝜏
𝑖=1 (𝑦𝑖+𝜏 − 𝑦+̅̅ ̅)

1
𝑁
√{∑ (𝑥𝑖 − �̅�)2𝑁

𝑖=1 }{∑ (𝑦𝑖 − �̅�)2𝑁
𝑖=1 }

 

ここで、 

𝑥−̅̅ ̅ =
1

𝑁 − 𝜏
∑𝑥𝑖

𝑁−𝜏

𝑖=1

     ,    𝑦+̅̅ ̅ =
1

𝑁 − 𝜏
∑ 𝑦𝑖+𝜏

𝑁−𝜏

𝑖=1
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𝑥𝑖 , 𝑦𝑖は毎時の水温、流速の時系列で、𝜏はラグの時間である。水温と流速のラグを-1200時間か

ら 1200 時間まで位相をずらして相関係数を算出している。なお、ここで母相関係数の信頼区

間は有効無相関時間𝑇𝑒と 1時間おきに得られるデータサンプル数𝑁より、有効自由度𝑁𝑒を 

 

𝑁𝑒 = 𝑁 𝑇𝑒⁄  

 

として定め、フィッシャーの z変換を用いて求めた。𝑇𝑒は Davis[1976]より 

 

𝑇𝑒 = ∑ (1−
|𝜏|

𝑁
)

𝑁

𝜏=−𝑁

[𝑟𝑥𝑥(𝜏)𝑟𝑦𝑦(𝜏) + 𝑟𝑥𝑦(𝜏)𝑟𝑦𝑥(𝜏)] 

 

として求めた。ここで𝑟𝑥𝑥(𝜏)，𝑟𝑦𝑦(𝜏)はそれぞれラグ𝜏とした水温と流速の自己相関係数、𝑟𝑥𝑦(𝜏)，

𝑟𝑦𝑥(𝜏)は水温に対するラグ𝜏の流速の相関係数、流速に対するラグ𝜏の水温の相関係数を示す。

積分期間±N は Nowlin et al.[1985]を参考に観測全期間の 20%で積算している。 

ラグ相関解析の結果、ラグの値と相関の変化の関係は全層で同様だったが、1900dbar深にお

ける南北流と水温の間に最も高い相関が見られ、水温と 240時間先行した流速の間に負の相関

(𝑟𝑥𝑦 = −0.45)が、水温と 240 時間遅れた南北流速の間に正の相関(𝑟𝑥𝑦 = +0.58)が見られた。こ

れは南向きの流れが昇温に 240時間先行していることを示す。南北流と水温の間では 1000dbar

深でも 1900dbar深と同程度の相関が見られた。東西流と水温の相関は、南北流の場合と同様に

±240 時間のラグで相関が高くなるが、相関係数は約±0.2程度と、南北流に比べて低かった(Fig. 

22)。 

また、水温、流速の各 EOF モード時間係数について同様の方法でラグ相関を求めた。その結

果、南北流の EOF 第一モードと水温の EOF 第一モードの間に最も強い相関が見られ、水温と

240 時間先行した流速の間に負の相関(𝑟𝑥𝑦 = −0.41)が、水温と 240 時間遅れた流速の間に正の

相関(𝑟𝑥𝑦 = +0.49)が見られた。東西流と水温の鉛直モード構造の間の相関については、東西流

の EOF 第一モードと水温の各モード構造の間には目立った相関は見られなかった。一方、流

速の各成分の EOF 第二モードと水温の各モードとの相関関係については、水温の EOF 第二モ

ードと 600時間遅れた東西流 EOF 第二モードの間にのみ、比較的強い負の相関(𝑟𝑥𝑦 = −0.40)が

見られた(Fig. 23)。また、係留点付近の、中心点(110.125°E,61.125°S)，(110.125°E,-60.085°

S)のグリッドにおける SLA と海面の南北流速アノマリーは、Fig. 20(b)と同様に、約±240時間

のラグで相関のピークが見られた(Fig. 24)。これらのことは、昇温、低温化の現象が 480 時間

周期の順圧的な南北流の振動によってもたらされることを意味するが、そのメカニズムについ

ては後で考察する。 

 

3.5. SSHと比較した時系列変動 

 フロントの南北変動と、より小さい空間スケールの水塊構造が変動に与えている影響を区別

するため、SSH変動場の空間スケールと係留期間における各層の水温偏差を比較した。 

 SSHの時間変動性と空間スケールを合わせて比較するために、係留点の他に、係留点を中心
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として幾つか距離半径内に中心座標が含まれるグリッドで平均化した SSH の時系列変化を表

した(Fig. 25)。この結果、係留点の SSH は半径 100km 以下で見られる時間変動が卓越してい

ることがわかる。特に海氷に覆われていない時期を見ると、係留系の水温データの全層的な変

動は主に半径 200km の空間平均の SSH に対する係留点の SSH 偏差と一致している(Fig. 26)。

これらのことから、全層で一様な水温変動のイベントに対して半径約 100km のスケールの力

学的構造が寄与していることが分かった。ここで、係留点が位置するグリッドの海氷密接度が

高い期間における SSH については第 1 章で述べた通り、海氷が混在する海域ではデータセッ

トの海面高度の推定値が実際の海面高度と大きく異なると考えられるため、議論の対象としな

い。 

 また、各層の水温変動と海面高度の変動の関係を調べるため、係留点における SSHと各層に

おける水温のラグ相関を結氷期前の 6 月 11 日までの時系列で求めた。解析の結果、各層でラ

グ 0 時間の時に最も相関が高く、海底付近の 4100dbar 深を除いて 0.5 以上の相関係数だった

(Fig. 27)。 

 

3.6. 海面流速場の空間変動 

中規模スケールの流れ場について時間変動を把握するため、衛星データの SLA を用いて東

西、南北方向に拡張した時系列変動を解析した。そこで、SLAから得られた海面地衡流速アノ

マリーの東西成分から、係留点より低緯度側では数か月に渡り定常的な流れ場が見られる一方

で、係留点の位置する南緯 61 度では、中規模スケールの流れ場の構造が西進する特徴が見ら

れた(Fig. 28)。この西進する現象は特に海氷に覆われていない夏季に見られる。Hovmöller図よ

り、係留点を含む南緯 61度では平均的な西進する速度は 0.058 (m/s) と推算された。また南北

流の東西方向の変動は約 220km の波長としてとらえることができる。衛星観測から得られる

海面流速の変動は、係留点において係留観測から得られる鉛直的な流れの変動と同期している

ことがわかっている(Fig. 9)。この波動の力学的な要因と循環構造への影響については後で考察

する。 
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第4章  考察 

 

4.1. 数十日周期の変動 

衛星海面高度計から得られた海面流速場の変動は、波動が西進する特徴から、ロスビー波の

西進による現象と考えられる。そこで、本研究ではロスビー波としての現象の妥当性を議論し

た上で、海面で見られる流速場と係留系観測によって捉えられた水温、流速の鉛直構造の変動

関係について考察する。 

初めに観測期間で一様な東西流が存在する場合の渦度方程式を導き、ロスビー波の伝播速度

と波長の分散関係式を導出する。 

まず、東向きの流速を𝑢、北向きの流速を𝑣、海面高度を𝜂、コリオリパラメータ𝑓の緯度変化

率𝛽 = 𝑑𝑓 𝑑𝑦⁄ として𝑓 = 𝑓0 + 𝛽𝑦より、𝛽平面における二次元非圧縮流体における東西・南北成

分の運動方程式は以下の通りである。 

 

[
𝜕

𝜕𝑡
+ 𝑢

𝜕

𝜕𝑥
+ 𝑣

𝜕

𝜕𝑦
]𝑢 − (𝑓0 + 𝛽𝑦)𝑣 = −𝑔

𝜕𝜂

𝜕𝑥
 

[
𝜕

𝜕𝑡
+ 𝑢

𝜕

𝜕𝑥
+ 𝑣

𝜕

𝜕𝑦
] 𝑣 + (𝑓0 + 𝛽𝑦)𝑢 = −𝑔

𝜕𝜂

𝜕𝑦
 

 

この二式をもとに、渦度方程式は流線関数𝜓を用いて 

 

𝜕

𝜕𝑡
∆𝜓 +

𝜕(𝜓, ∆𝜓)

𝜕(𝑥, 𝑦)
+ 𝛽

𝜕𝜓

𝜕𝑥
= 0 

 

と表される。ここで、一様な東西流𝑈0を考える場合、東西流の時間平均成分�̅� = −𝜕�̅� 𝜕𝑦⁄ = 𝑈0 

より、流線関数を 

 

𝜓(𝑥, 𝑦, 𝑡) = −𝑈0𝑦 + 𝜓′(𝑥, 𝑦, 𝑡) 

 

として、微小擾乱𝜓′(𝑥, 𝑦, 𝑡)に対する線形化した支配方程式を求め、次式を得る。 

 

(
𝜕

𝜕𝑡
+ 𝑈0

𝜕

𝜕𝑥
)∆𝜓′ + 𝛽

𝜕𝜓′

𝜕𝑥
= 0 

 

次に、正弦波解𝜓′(𝑥,𝑦,𝑡) = 𝑅𝑒[𝛹0𝑒
𝑖(𝑘𝑥+𝑙𝑦−𝜔𝑡)]を上式に代入し、分散関係式 

 

𝜔 = 𝑈0𝑘 −
𝑘𝛽

𝑘2 + 𝑙2
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を得る。ここで、伝播速度 c と角速度𝜔の関係c = 𝜔 𝑘⁄  であり、波長が東西、南北に一様と仮

定すると、伝播速度は 

 

c = 𝑈0 −
𝛽

𝑘2 + 𝑙2
= 𝑈0 − 𝛽 (

𝜆

2𝜋
)
2

 

 

と表される。 

この式をもとに、SLA から得られた海面流速アノマリー場の変動から得られた伝播速度と波

長の関係を比べる。基本場としての東西流速は係留観測期間中における鉛直平均流速から、

𝑈0 = 0.061 × 10−2(m/s)とした場合、伝播速度 c=0.058 (m/s)に即したロスビー波の波長𝜆 は

𝜆 =228km、周期は 1092 時間となる。この波長は南北流の東西分布の一波長分とおおよそ一

致しており、Hovmöller 図(Fig. 28)で見られた西進する特徴はロスビー波の伝播と考えられる。 

 次に、ロスビー波の西進と 3.4.節で得られた水温、流速の鉛直構造の相関を比較し、ロスビ

ー波によってもたらされる鉛直構造の変化について考察する。 

水温の時系列変化と中規模スケールの SSH の変動の一致(Fig. 26)から、水温場の変動は順圧

的流れ場によるものと考えられる。水温と南北流速の EOF 第一モードの相互相関において、

±240 時間のラグで相関係数のピーク見えることから、南北流と水温に相関のある力学的構造

は構造の西端から東端までが係留点を通過するまでに 480時間掛かっていると考えられる。先

の衛星データから得られた西進する伝播速度 c=0.058 (m/s)から、480 時間での移動距離は

100.22kmであり、これはおよそロスビー波の半波長分に一致する。また、主成分分析の結果得

られた流速の EOF 第一モードの時間関数と各時分における鉛直平均流速の時系列を比較した

ところ、変動パターンは一致していた(Fig. 29)。このことから、主成分分析によって得られた第

一モードの構造がほぼ順圧的ロスビー波によるものであると考えられる。これらの関係から、

係留点で見られる変動は、直径約 220km の構造持った順圧ロスビー波の伝播によるものであ

り、その流れに伴い CDW が南下していると考えられる。 

 

4.2. 季節変動の形成される要因について 

 第 3 章 1 節で示したように、進行ベクトル図(Fig. 14)より、係留点における流れの構造に季

節的な変動が見られた。この季節変動を形成する力学的な要因として、海氷域の広がりに伴う

海面応力の変化について考察した。 

まず、海氷の分布をもとに夏季、冬季を定義する。AMSR2 から得られた係留点における海

氷密接度(Fig. 10)をもとに、期間を結氷期前の 2017年 1月 13日~6 月 11日まで、海氷期の~11

月 7日まで、海氷融解期の~2018年 1月 3日までの 3期間に分けて解析した(Fig.30)。最初の期

間では流速が反時計回りのスパイラル構造であり、前述した全期間を通した基本場の流速構造

に類似していた。冬季（海氷期）には中層から上層まで真東に近い流向であり、底層での流れ

は海底地形勾配に沿う方向ながらも極めて弱い流れだった。融解期は全層的に海底地形の勾配

に沿った流れで、底層で上層よりも強く傾斜流のような鉛直構造であった。 

次に、季節的な海氷分布の変化に伴って、海面に加わる風応力が季節的に変動する可能性に
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ついて考察する。 

風応力(𝜏𝑥 , 𝜏𝑦)を計算するときに用いる抗力係数は Large and Pond[1981]より、非海氷域におい

て、 

 

𝐶𝐷𝑜 = {
      1.2 × 10−3  (4 ≤ 𝑉10 < 11[𝑚/𝑠])

(0.49 + 0.065𝑉10) × 10−3  (11 ≤ 𝑉10 ≤ 25[𝑚/𝑠])
} 

 

と定めた。 

さらに、Edgar et al.[1984]で提唱された南大洋氷縁域における海上風と海氷の観測値から得ら

れた海氷密接度に依存する抵抗係数の補正値𝐶𝐷を用いる。また、Edgar et al.[1984]では海氷密接

度𝑐𝑖𝑐𝑒が 0.8以上の場合は海氷密接度の増大に伴って、𝐶𝐷 = 𝐶𝐷𝑜に近づけることを推奨している

ためこれらをもとに𝐶𝐷を以下のように設定した。 

𝐶𝐷 = {
𝐶𝐷𝑜{1 + 2.4 tanh(2.5 × 𝑐𝑖𝑐𝑒)}         (0 ≤ 𝑐𝑖𝑐𝑒 ≤ 0.8)

𝐶𝐷𝑜{3.314 − 57.85 × (𝑐𝑖𝑐𝑒 − 0.8)2}  (0.8 ≤ 𝑐𝑖𝑐𝑒)
} 

これらをもとに、Large and Pond[1981]より、風応力の東西、南北成分𝜏𝑥 ，𝜏𝑦 について 

 

𝜏𝑥[𝑁 𝑚2⁄ ] = 𝜌𝐶𝐷√𝑢10
2 + 𝑣10

2 × 𝑢10 

𝜏𝑦[𝑁 𝑚2⁄ ]
= 𝜌𝐶𝐷√𝑢10

2 + 𝑣10
2 × 𝑣10 

 

として求めた。ここで、𝜌は大気の密度であり、ここでは𝜌 = 1.22(𝑘𝑔/𝑚3)で一定とした。ま

た、海上風の変動は海洋に比べて激しく、短周期の変動を多く含んでいるため、241時間の移

動平均を施した上で解析に用いた(Fig. 31)。この結果、係留点では海氷期の東向きの風応力が

強化され、6月下旬、9月上旬において特に東向きの風応力が卓越した(Fig. 32)。ACC は強い

偏西風から与えられる風応力によって、東向きの流れが強化されていることは広く知られて

いる。海氷分布を考慮した風応力場の変動から、季節海氷域でもある ACC南限では、冬季に

おいて氷縁に存在する流氷によって東向きの応力が強化されている。このことによって冬季

に東向きの流れが強くなっている可能性がある。 

 ここで、定常状態を仮定した場合、内部領域における傾圧的な南北流について、𝛽平面にお

ける線形の渦度方程式 

 

𝑓
𝜕𝑤

𝜕𝑧
= 𝛽𝑣 

 

で表される。風応力の発散・収束によって生じるエクマン湧昇・沈降の鉛直流速𝑤𝐸は 
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𝑤𝐸 =
1

𝑓𝜌0
(
𝜕𝜏𝑦
𝜕𝑥

−
𝜕𝜏𝑥
𝜕𝑦

) 

 

対象海域において、海底地形勾配を無視し、水深を Hとすると、𝜕𝑤 𝜕𝑧⁄ = 𝑤𝐸 𝐻⁄  より、 

 

1

𝜌0𝐻
(
𝜕𝜏𝑦
𝜕𝑥

−
𝜕𝜏𝑥
𝜕𝑦

) = 𝛽𝑣 

 

となり、風応力の渦度と𝛽効果による渦度の伸縮が釣り合うことに伴った内部領域における南

北流によるスベルドラップ輸送が示され、鉛直平均流速が上式の𝑣となる。ここで、風応力の

渦度については、夏季には風応力の回転成分が発散場となる。一方で冬季には氷縁域で収束

場となる(Fig. 33)。ここでは、現場観測値より𝜌0 = 1030(𝑘𝑔 𝑚3⁄ )、𝐻 = 4300𝑚とおいて、ス

ベルドラップ輸送による鉛直平均流速𝑣を求めた。この方法を基に、スベルドラップ輸送によ

る南北輸送量推定と、500dbar以浅は外挿したうえで求めた係留観測による各期間の鉛直平均

流速を比較した(Table 4)。その結果、各期間での南北流の流向は解析解と実測値と一致し、夏

季に南向き、冬季に北向きの流れだった。しかし、スベルドラップ輸送による流速は夏季で

は実測値より一桁小さく、冬季では実測値より一桁大きかった。 

 

4.3. 熱フラックスの推算 

観測点における熱輸送の子午面方向の循環を考察するために係留観測から得られた各層の

水温と流速から一年間の熱フラックスを推算した。ここで、全層で等しい条件で熱フラック

スを推算するために、結氷水温の-1.8℃を基準値をとして毎時の東西、南北方向の熱フラック

ス𝐹(𝑥,𝑦)(𝑐𝑚 ×℃/𝑠) = (𝑢𝑇𝑟 , 𝑣𝑇𝑟)の観測期間平均値を求めた(Table 5)。この結果、熱フラックス

の鉛直構造は、平均流速の鉛直流速におおよそ一致する構造で、流速の変動成分による熱輸

送に比べ、平均流による熱輸送の寄与が大きいことが分かった。また、平均海面高度場に沿

った向きをフロントとした場合に、いずれの深度でもフロントを横切って南へ熱を輸送する

成分を示した。一方で、500dbar, 1000dbar深において、フロントに直交する成分に比べフロン

トに沿った成分の熱フラックスが大きいことが分かった(Fig. 34)。一般的に、極域全体の昇温

について議論する際にはフロントを横切る熱フラックスを評価するが、このような南東向き

の恒常的な熱輸送は、高緯度の局所的な海域への熱輸送には大きく関与している可能性があ

り、その影響の評価は今後の重要な課題であると考えられる。 
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第5章  まとめと今後の課題 

 

5.1. まとめ 

本研究では、一年間の係留観測データを主とした時系列解析の結果から、ACC南限域におけ

る流れ場と輸送量の変動を説明する上で大きく分けて二つの周期性が見られた。これまでの研

究では海面における力学高度場のみから変動性を議論するに留まっていたが、長期係留観測に

よって中層から底層までの水温分布、鉛直流速構造を捉えることで以下の 5 点が明らかになっ

た。 

1- 主成分分析の結果から、10cm/s以上に及ぶ順圧的な流れが卓越することがわかった。その

変動は数十日周期であり、特に南北方向の流れで卓越して見られた。 

2- SSH から係留点は SACCF 域にあり、係留観測で得られた水温変動と、半径 100km 以下の

空間スケールの海面高度変動が一致していた。 

3- 海面流速場の西進について考察した結果、ロスビー波の西進によるものであると考えられ

た。また、ロスビー波に由来する南北流の変動は順圧的であり、水温との相関関係から、

熱の南北輸送に寄与していることが分かった。 

4- ACC南限域における流れは季節変動性があり、夏季には南向きの輸送が卓越し、冬季には

東向きの流れが卓越する。この要因として風応力場と海氷分布の季節変動の影響が考えら

れたが、詳細な機構については今後の課題である。 

5- 全層でフロントを横切る南向きの熱輸送成分が示された。500，1000dbar深では南東向き

のフロントに沿う恒常的な熱輸送が卓越していた。 

 

5.2. 今後の課題 

本研究の結果から、フロント域でロスビー波となって西向きに伝播されることによって

SACCF のさらに南側へ断続的な熱輸送がされていることが示唆された。一方で、このロスビ

ー波の構造について中規模渦としてフロントから完全に分離したものなのか、蛇行としてフ

ロントに拘束されたままの構造との区別は出来ていない。Phillips & Rintoul [2000]では、ACC

の流軸に近い SAF において、タイムステップごとに鉛直シアーが最も卓越する流向を用いて

座標系を回転させることでフロントの蛇行と渦を分離していた。しかし、より順圧性が卓越

する SACCF 域では、タイムステップごとに座標軸の方向が大きく変化するため、この方法に

よって座標系を設定することは実用的ではなかった。そのため、渦構造による CDWの輸送量

を積算するためには、この 2つの構造を区別することが今後の課題である。 

 衛星データの解析について、本研究では係留観測から得られた流速構造の変動とフロント

の空間構造の変動を比較する上で衛星海面高度計を用いたが、季節海氷域では冬季の海面高

度分布についてはデータセットの信頼性が改善は出来ていない。特に、本研究の結果から、

海氷に覆われている期間とそうでない期間における定常的な流速構造に違いがある事が明ら

かになったので、この流速構造の季節変動性についてより詳細な議論をするためには、海氷

域における衛星データの解析について、補正が必要とされる。 
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 本研究では、係留観測によって得られた流速構造の季節変動について、季節海氷域と解放

海域における風応力の違いを考慮した上でスベルドラップ輸送にもとづいて冬季の輸送量推

定を行ったが、季節的な輸送量の特徴の一致は見られた一方で、推算された南北流速は係留

観測の結果と大きく異なった。この要因として順圧ロスビー波が卓越しているため、正確な

風成循環の構造を捉えるためには時間変動成分を考慮した非線形の効果と、海底における形

状抵抗の効果を考慮した渦度方程式の解析が必要と考えられる。 
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Fig. 1 南大洋における子午面循環の模式図と ACC南限域のフロント位置 Speer et al. [2000] に

加筆。 

 

 

 

Fig. 2 南緯 62度，東経 112度における係留観測から得られた東西流の EOF第一モードと時間

平均流の鉛直プロファイル。EOF 第一モードの寄与率は 97% Pena-Molino et al.[2015]より引

用。 
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Fig. 3 海鷹丸による CTD 観測及び係留系の観測点と海底地形。 
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Fig. 4 係留系構成図。 
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Table 1 係留系に取り付けられた測器の一覧、想定深度は設計時に想定された観測深度、伸張

時平均圧力は観測期間において、系の沈み込みがない期間の平均圧力深度を示す。各測器の圧

力、水温、塩分、水平流速の観測記録の有無を〇と-で表した。 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5 係留系に取り付けられた各圧力計から得られた圧力の時系列データ、凡例は Table 1に

示した想定深度と測器名(SBE=SBE37，SG=SEA GURD)を表す。 

 

 

  

測器名 想定深度(m) 伸張時平均圧力(dbar) データ間隔 圧力 水温 塩分（電気伝導度） 流速

SBE37 430 10.3 1h ○ ○ ○ -
ADP 440 19.1 1h ○ - - ○
RBR 520 - 5min - ○ - -
SBE37 620 221.2 1h ○ ○ ○ -
RBR 720 - 5min - ○ - -
SEA GURD 849 489.7 1h ○ ○ - ○
RBR 950 - 5min - ○ - -
RBR 1050 - 5min - ○ - -
RBR 1150 - 5min - ○ - -
SEA GURD 1279 962.0 1h ○ ○ ○ ○
RBR 1490 - 5min - ○ - -
SEA GURD 2135 1915.2 1h ○ ○ ○ ○
SBE37 2880 2729.5 1h ○ ○ ○ -
RCM11 - - - - - - -
SEA GURD 4051 4084.3 1h ○ ○ - ○
SBE37 4230 4291.9 1h ○ ○ ○ -
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Table 2 Bindoff et al. [2000]で示された南大洋の水塊定義。 
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(a) 

 

(b) 

 

Fig. 6 海鷹丸による CTD 観測と 1 年間の係留系観測から得られた T-S 図、黒点線は 0dbar 基

準のポテンシャル密度、赤線は中立密度𝛾𝑛=28.03, 28.27 の等値線を示す。 (a) 係留系投入時の

航海での CTD 観測と係留観測全期間の T-S 図、(b) 係留系回収時の航海での CTD 観測と係留

観測全期間の T-S 図。 
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(a)                                      (b) 

 

 

    (c) 

 

Fig. 7 海鷹丸 CTD観測の水温、塩分、子午面断面図 (a) 係留系投入時、ポテンシャル水温断

面図，(b) 係留系投入時、塩分断面図，(c) 係留系投入時、溶存酸素量と中立密度(黄色線)の断

面図，(d) 係留系回収時、ポテンシャル水温断面図，(e) 係留系回収時、塩分断面図，(f) 係留

系回収時、溶存酸素量と中立密度(黄色線)の断面図。 
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    (d)                                      (e) 

 

    (f) 

 

Fig. 7のつづき 
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Fig. 8 係留系観測によって得られたポテンシャル水温の時系列断面図、係留系に取り付けら

れた測器の水温、圧力から各時間における深度 100dbar おきの水温を線形内挿法によって補完

した。欠損値は灰色で示す。 
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   (a) 

 

 (b) 

 

Fig. 9 係留観測と海面高度から得た各層と海面における流速の時系列、(a)東西成分，(b)南北

成分。 

 

Fig. 10 AMSR2から得た係留点における海氷密接度の時系列。中心が(110.125°E,61.125°S)のグ

リッド一点での時系列と 3×3グリッドの移動平均した値の時系列。 
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(a) 

 

(b) 

 

(c) 

 

(d) 

Fig. 11 係留系観測から得た各層の流速のスティックダイアグラム、(a) 500dbar深，(b)1000dbar

深，(c)1900dbar深，(d)4100dbar深。 
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Table 3 Sokolov & Rintoul [2007] で定義された SSH と各フロント（Subantarctic Zone, 

Subantarctic Front, Polar Front, Southern Circumpolar Current Front, Southern boundary of the ACC, -

N,-M,-Sはそれぞれ北限、中心、南限を意味する）の関係。 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 12 SSH から得た各フロント(Table 3 参照)の平均場、青星は係留点、灰色は Olbers et al. 

[1992] で公開された 2500dbar深基準のmean surface dynamic height climatologyの欠損値を示す。 

 

  



32 

 

 

Fig. 13 係留系から得た各層の観測期間平均流速と海底地形の比較。 

 

 

 

Fig. 14 係留系観測から得た各層の進行ベクトル図、黒点は各月の初日を示す。 
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(a)                                       (b) 

F 

   (c) 

 

Fig. 15 (a)係留系から得た各層の東西流速のパワースペクトル密度，(b) 係留系から得た各層

の南北流速のパワースペクトル密度，(c) 係留系から得た各層の水温のパワースペクトル密度。 
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(a)                                       (b) 

     

(c)                                        (d) 

 

Fig. 16 各層の東西・南北流速から得た回転スペクトルのパワースペクトル密度、(a)500 dbar

深，(b)1000 dbar深，(c)1900 dbar深，(d)4100 dbar 深。 
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(a)                                      (b) 

 

     (c) 

 

Fig. 17 係留観測データに主成分分析を行った各モードの固有値ベクトル、(a)流速東西成分の

EOF 第 1，2 モード，(b) 流速東西成分の EOF 第 1，2 モード，(c)水温の EOF 第 1，2，3モー

ド。 
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  (a) 

 

    (b) 

 

    (c) 

 

Fig. 18 係留観測データに主成分分析を行った各モードの時間係数(a)流速東西成分の EOF 第

1，2モード(b) 流速東西成分の EOF第 1，2モード(c)水温の EOF 第 1，2，3 モード。 
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(a)                                        (b) 

 

    (c) 

 

Fig. 19 係留観測データに主成分分析を行った各モードの時間係数のパワースペクトル密度、

(a)流速東西成分の EOF第 1，2モード，(b) 流速東西成分の EOF第 1，2モード，(c)水温の EOF

第 1，2，3モード。 
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(a) (b) 

Fig. 20 各層の東西流速と南北流速を合わせた主成分分析の各モードの流速ベクトルと観測期

間平均の力学海面高度場の比較。(a)EOF 第 1，第 2モード (b)EOF 第 3, 第 4 モード。 

 

 

(a) 

  

(b) 

 

Fig. 21 各層の東西流速と南北流速を合わせた主成分分析の時間係数。(a)EOF 第 1，第 2モー

ド (b)EOF 第 3, 第 4モード。 
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  (a) 

 

    (b) 

 

Fig. 22 係留系各層の水温と流速のラグ相関 (a)各層の水温と流速東西成分のラグ相関，(b)各

層の水温と流速南北成分のラグ相関、代表値として、相関係数±0.4 の場合の信頼区間をバーで

示した。 
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   (a) 

 

     (b) 

 

Fig. 23 水温の各 EOF モードと流速の各 EOF モードのラグ相関 (a)水温の各 EOF モードと東

西流 EOF 第 1 モードのラグ相関，(b)水温の各 EOF モードと東西流 EOF 第 2 モードのラグ相

関，(c)水温の各 EOF モードと南北流 EOF 第 1 モードのラグ相関、水温 EOF 第 1 モードとの

±240 時間のラグの相関係数の信頼区間をバーで示した。 
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     (c) 

 

Fig. 23のつづき 
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Fig. 24 中心点 (110.125°E, -60.085°S)のグリッドにおける SLA と海面の南北流速アノマリ

ーのラグ相関(海面が海氷に覆われていない 6/11までの時系列のみで解析)。 
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Fig. 25 係留点を中心として幾つか距離半径内に中心座標が含まれるグリッドで平均化した

SSH の時系列。 

 

 

  (a) 

 

    (b) 

 

Fig. 26 (a)係留点のグリッド SSH の 100km 半径の SHH 平均からの偏差(b)係留系から得られ

た各層水温の時間平均に対する偏差の時系列断面図。 
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Fig. 27 係留点における SSH と係留各層における水温のラグ相関(海面が海氷に覆われていな

い 6/11までの時系列のみで解析)。 

 

  



45 

 

      

(a)                                      (b) 

 

Fig. 28 SLA から得た南北流速アノマリー、各緯度における東経 105~115 度の範囲の東西

Hovmöller図（海氷密接度 20%以上は欠損）(a)南緯 59.125度，(b)南緯 60.125度，(c)南緯 61.125

度(係留点を含む)黄色線は 0.058(cm/s)の西進する速度と、波長 220kmの距離を示す，(d)南緯 62

度，(e)南緯 63.125度。 
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   (c)                     (d) 

 

  (e) 

 

Fig. 28つづき  
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  (a) 

 

 

  (b) 

 

Fig. 29 係留観測データに主成分分析を行った各モードの時間係数と鉛直平均流速(a)流速東

西成分の EOF第 1，2 モード，鉛直平均流(b) 流速東西成分の EOF第 1，2モード，鉛直平均

流。 
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(a)                                       (b) 

 

 

    (c) 

 

Fig. 30 係留観測期間を季節で分けた各層の平均流速、(a) 2017年 1月 13日~6 月 11日の平均

流速，(b) 6月 11日 ~11月 7日の平均流速，(c) 11月 7日 ~2018年 1月 3日の平均流速。 
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Fig. 31 係留点における海上風の 241時間の移動を施した風速、東西・南北成分。 

 

 

Fig. 32 係留点における海上風から計算した風応力、241 時間の移動を施した東西成分(図中

241h_rm_Taux)と、241時間の移動を施した南北成分(図中 241h_rm_Tauy)。 

 

 

Fig.33 係留点における風応力回転成分の時系列。 
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Table 4 各期間における風応力の回転成分、およびスベルドラップ輸送による鉛直平均南北流

速と、係留観測から得られた鉛直平均南北流速の比較。 

 

 

 

 

Table 5 各層における熱フラックス𝐹(𝑥,𝑦)(𝑐𝑚 ×℃/𝑠) = (𝑢𝑇𝑟 , 𝑣𝑇𝑟)の観測期間平均値。 

 

 

 

 

 

Fig. 34 各層の観測期間平均熱フラックスのベクトルと海面高度の比較。平均力学海面高度を

等値線、海面高度に沿った方向の赤点線、各層のフラックスのフロントに沿う成分を各色の

点線で示した。1.0(cm×℃/s)を凡例で示した。 

period

1/13~6/11 -1.54 -0.314 -2.640

6/11~11/7 3.06 0.622 0.020

11/7~18. 1/3 -1.54 -0.314 -2.180

c𝑢𝑟𝑙𝜏(×10−  𝑁/𝑚2 𝑣 𝑐𝑚/𝑠                      𝑣 𝑐𝑚/𝑠  [mooring record]

depth(dbar)

500 7.88 -5.16

1000 4.75 -3.29

1900 0.72 -3.59

4100 -2.73 -3.22

𝑣𝑇𝑟(𝑐𝑚× /𝑠)𝑢𝑇𝑟(𝑐𝑚× /𝑠)


